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１．中川村人口ビジョンの位置づけ 

まち・ひと・しごと創生法（平成 26(2014)年法律第 136号）が制定され、平成 26(2014)

年 12 月 27 日に、人口の現状と将来の展望を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビ

ジョン（以下「国の長期ビジョン」という。）」及び、今後５か年の政府の施策の方向を

提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「国の総合戦略」という。）」が閣議

決定されました。 

これを受けて、地方公共団体においては、国の長期ビジョン及び総合戦略を勘案して、

地方公共団体における人口の現状と将来の展望を提示する「地方人口ビジョン」及び地

域の実情に応じた今後５か年の施策の方向を提示する市町村まち・ひと・しごと創生総

合戦略（以下、「地方版総合戦略」という。）の策定に努めることとなりました。 

中川村人口ビジョンは、村の人口の現状と将来の姿を示し、人口減少をめぐる問題に

関する住民の意識の共有を目指すとともに、今後、目指すべき将来の方向と人口の将来

展望を示すものです。 

よって、この人口ビジョンは、第５次総合計画の成果を測る最上位の指標、平成 31年

の総人口 5,000 人を参考に、地方版総合戦略において、まち・ひと・しごと創生の実現

に向けて効果的な施策を企画立案する上で重要な基礎となることを認識し、策定しまし

た。 

 

２．中川村人口ビジョンの対象期間と基礎数値 

国の長期ビジョンの趣旨を尊重し、2060 年の村の姿を描くため、中川村人口ビジョン

の対象期間は、45年後の 2060年とし、国立社会保障・人口問題研究所の人口推計期間で

ある 2040年までの数値を基礎数値として用い、将来推計を行うこととします。 

 

３．国の長期ビジョン 

「長期ビジョン」は、日本の人口の現状と将来の姿を示し、人口問題に関する国民の

認識の共有を目指すとともに、今後、取り組むべき将来の方向を提示するもの。 

 

（１）人口問題に対する基本認識 

ア「人口減少時代」の到来 

・日本は、2008年をピークとして人口減少時代へ突入し、今後一貫して人口が減少し続

けると推計されている。 

・地域によって状況が異なり、地方では本格的な人口減少に直面している市町村が多い。 

・地方部の人口が減少することに連動して、都市部の人口もいずれ減少する。 
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イ 人口減少が経済社会に与える影響 

・人口の減少により、経済規模の縮小や国民生活の水準が低下する恐れがある。 

・地方では現在の居住地の６割以上で人口が半減し、２割で無居住化すると推計されて

いる。 

ウ 東京圏への人口の集中 

・東京圏への集中度合いは国際的にも高い水準であり、様々な課題を抱えている。 

・地方から東京圏への人口流入は続いており、特に若い世代が東京圏に流入する。 

・この傾向は今後も続く可能性が高く、東京圏への人口の集中が日本全体の人口減少に

結び付いている。 

 

（２）今後の基本的視点 

ア 以下の３つの基本的視点から取り組む 

①東京圏への人口の過度な集中の是正 

②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現 

③地域の特性に即した地域課題の解決 

イ 国民の地方移住や就労・結婚・子育てへの希望の実現に全力を注ぐ 

ウ 若い世代の結婚の希望を実現するため、「質」を重視した雇用の確保と男女ともに子

育てと就労を両立できる「働き方」の実現が重要 

 

（３）目指すべき将来の方向 

ア 「活力ある日本社会」の維持のために 

◎今後目指すべき将来の方向は、将来にわたって「活力ある日本社会」を維持すること 

・人口減少に歯止めをかける。 

・若い世代の希望が実現すると、出生率は 1.8程度に向上する。 

・人口減少に歯止めがかかると、2060年に１億人程度の人口が確保される。 

・さらに、人口構造が「若返る時期」を迎える。 

・「人口の安定化」とともに「生産性の向上」が図られると、2050年代に実質 GDP成長

率は、1.5～２％程度が維持される。 

イ 地方創生がもたらす日本社会の姿 

・自らの地域資源を活用した、多様な地域社会の形成を目指す。 

・外部との積極的なつながりにより、新たな視点から活性化を図る。 

・地方創生が実現すれば、地方が先行して若返る。 

・東京圏は、世界に開かれた「国際都市」への発展を目指す。 

⇒地方創生は、日本の創生であり、地方と東京圏がそれぞれの強みを活かし、日本全

体を引っ張っていく。 
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我が国の人口の推移と長期的な見通し 
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４．中川村の人口の現状分析 

（１）年齢別人口 

中川村の人口ピラミッドは壺型で、第１次ベビーブーム世代の年代の厚みは大きくな

っていますが、第２次ベビーブーム世代の厚みは見られません。また、進学及びその後

の就職等により 20歳代の人口が少なくなっています。年齢３区分別人口構成の推移を見

ると、生産年齢人口は減少傾向にある一方、老年人口は増加し続けています。また、年

少人口は平成 22(2010)年まで減少し続け、平成 27(2015)年に微増となっているものの、

少子高齢化の進行がうかがえます。 

人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：毎月人口異動調査（平成27年４月１日現在） 

 

年齢３区分別人口構成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、毎月人口異動調査 
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（２）人口の推移 

総人口は昭和 50(1975)年以降 5,500人前後でほぼ横ばいでしが、平成 12(2000)年以降

は緩やかな減少傾向が続いています。世帯数については人口と同様に平成７(1995)年ま

で横ばい傾向でしが、平成 12(2000)年以降は緩やかに増加し続けています。 

 

総人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、毎月人口異動調査 

 

（３）人口動態 

人口動態の合計を見ると、平成 15(2003)年までは人口増減を繰り返していましたが、

平成 16(2004)年以降人口減少が続いており、今後も減少傾向が続く事が予想されます。 

 

人口動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：毎月人口異動調査 
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自然動態については、平成７(1995)年以降出生者数は減少傾向にあり、特に平成

11(1999)年以降は、出生者数が死亡者数を下回る自然減少の状態が続いています。 

未婚率の推移を見ると平成２(1990)年以降の大学進学率の上昇、独身者の意識変化等

を背景に、晩婚化が進行していることがわかります。平成７(1995)年以降の未婚率の上

昇と出生数の減少が一致することから、未婚率及び母親の初産時平均年齢の上昇が、少

子化の進行に一定の影響を与えていると考えられます。 

 

自然動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：毎月人口異動調査 

 

未婚率及び進学率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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伊那保健福祉事務所が算出した中川村の合計特殊出生率の推移をみると、平成９

(1997)年から平成 16(2004)年までは 1.4 前後で増減を繰り返していましたが、平成

17(2005)年以降は緩やかな上昇傾向にあり、長野県や国の値を上回っている年が多く見

られます。しかし、15～49 歳の女性人口が減少しているため、出生者数が減少する要因

となっています。 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※中川村の各年の合計特殊出生率は、出生者数については厚生労働省、人口については長野県情報政策

課の数値をもとに伊那保健福祉事務所で算出した値 

資料：人口動態統計、伊那保健福祉事務所、人口動態保健所・市区町村別統計 

 

15～49歳女性人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

総人口及び15～49歳女性人口の増減率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、毎月人口異動調査 

1,094 1,093 1,062

942
871

821

19.8% 19.8% 19.4% 17.9% 17.2% 16.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27

（人）

15-49歳女性人口

15-49歳女性人口割合

-0.1%
-0.7%

-3.9% -3.6% -3.6%
-0.1%

-2.8%

-11.3%

-7.5%

-5.7%

-14%

-12%

-10%

-8%

-6%

-4%

-2%

0%

2%

Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27

総人口の増減率

15-49歳女性人口の増減率

0.00 

0.50 

1.00 

1.50 

2.00 

2.50 

3.00 

S50 S55 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

中川村：伊那保健福祉事務所

中川村：人口動態保健所・市区町村別統計

長野県

国



 

8 

社会動態については、転出超過の年が多いものの、住宅政策の効果により転入超過と

なっている年も散見されます。 

平成 25(2013)年の県内の人口移動の状況は、駒ヶ根市、伊那市、飯島町への転出超過

となっていますが、飯田市、松川町、高森町からは転入超過となっています。県外の人

口移動の状況については、愛知県から転入超過となっている一方、東京圏への転出超過

が顕著に見られます。 

年代別では、20～24歳での転出超過が目立ち、15～19歳においても転出超過となって

いることから、進学・就職等による転出が多いと推察されます。一方、30 歳代では転入

超過となっており、それに伴うものと推察される０～14歳も転入超過となっています。 

 

社会動態の推移と住宅政策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：毎月人口異動調査、庁内資料 
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県内での人口移動 
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資料：平成25年住民基本台帳人口移動報告 
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平成 25(2013)年の人口移動および純移動数を地域５区分・年齢５歳階級別にみると、

15～24歳で東京圏、愛知県への転出超過となっています。また、愛知県との転入出は 20

～34歳に多く見られます。 

 

地域５区分・年齢５歳階級別の人口移動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域５区分・年齢５歳階級別の純移動数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※通 勤 通 学 圏：飯田市、伊那市、駒ヶ根市、飯島町、松川町、高森町 

県内（その他）：上記６市町村以外の県内市町村 

東 京 圏：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県 

県外（その他）：上記４都県及び愛知県以外の県外都道府県（海外を含む） 

資料：平成25年住民基本台帳人口移動報告 
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（４）産業別就業者数 

産業別就業者数は、第１次産業と第２次産業が減少傾向、第３次産業が増加傾向とな

っています。構成比をみると、国や長野県に比べ第１次産業の就業者割合が高く、隣接

市町村と比較しても、松川町に次いで高い割合となっています。 

産業別村内総生産寄与度については、平成 20(2008)年を除くすべての年で第２次産業

の寄与度が最も高くなっています。 

 

産業別就業者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

産業別就業者構成比      産業別村内総生産寄与度と経済成長率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成22年国勢調査           資料：長野県市町村民所得推計 
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男女別産業大分類別人口を見ると、男女とも農業、林業就業者数が多く、特化係数は

ともに最も高くなっています。なお、農業、林業就業者数のうちほとんどは農業就業者

となっています。また、男性は製造業と建設業の就業者数が、女性は製造業と医療、福

祉の就業者数が多くなっています。 

このことから、男女とも就業者数の多い農業及び製造業の動向が人口動態や地域経済

に影響を与えていると考えられます。 

 

男女別産業大分類別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※Ｘ産業の特化係数＝中川村のＸ産業の就業者比率／全国のＸ産業の就業者比率 

資料：平成22年国勢調査 
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主な産業別に就業者の年齢階級を見ると、最も就業者数が多い農業、林業では極端な

偏りが見られ、60歳以上が約７割で、約４割が 70歳以上となっています。ただし、農業、

林業については、他の職等の退職後に就業する人も多いことから、このような年齢構成

となっていることも予想されます。 

次に就業者数の多い製造業では、年齢構成のバランスが取れており、幅広い年齢層の

雇用の受け皿となっていることがわかります。その他の産業についても年齢構成のバラ

ンスが取れている産業がほとんどとなっています。 

 

年齢階級別産業人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成22年国勢調査 
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５．人口の変化が地域の将来に与える影響 

ア 小売店など民間利便施設の進出・撤退の状況 

民営事業所数の推移をみると、平成 13(2001)年までは増加していましたが、それ以降

は増減を繰り返し、平成 24(2012)年には 188 事業所と、平成３(1991)年の水準にまで減

少しています。また、年間商品販売額についても減少傾向にあり、平成 24(2012)年で約

14億円となっています。 

卸売業、小売業及び主なサービス業の民営事業所数を平成 21(2009)年と平成 24(2012)

年で比較すると、小売業における事業所数の減少が大きくなっています。 

 

民営事業所数と年間商品販売額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：事業所・企業統計調査、商業統計調査、経済センサス 

 

卸売業、小売業及び主なサービス業の民営事業所数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：経済センサス 
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イ 地域の産業における人材（人手）の過不足状況 

飯田公共職業安定所と伊那公共職業安定所の有効求人倍率は近年上昇傾向にあります。

平成 25(2013)年８月以降、飯田公共職業安定所では長野県の値を上回っていますが、伊

那公共職業安定所では長野県の値よりやや低くなっています。 

 

有効求人倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：職業安定業務統計（地域経済分析システム） 
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中川村の主な職業における飯田公共職業安定所と伊那公共職業安定所の有効求人倍率

をみると、専門的・技術的職業、サービスの職業については求人数が求職者数より多く、

人材が不足している状況にあります。一方、事務的職業は求人数が求職者数より少なく、

人材が過剰な状況にあります。生産工程の職業については、飯田公共職業安定所では平

成 25(2013)年８月以降は１倍前後で推移していますが、伊那公共職業安定所では依然と

して人材が過剰な状況が続いています。また、農林漁業の職業については月によって大

きく数値が変動しています。 

 

中川村の主な職業における飯田公共職業安定所の有効求人倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：職業安定業務統計（地域経済分析システム） 

 

中川村の主な職業における伊那公共職業安定所の有効求人倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：職業安定業務統計（地域経済分析システム） 
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ウ 公共施設の維持管理・更新等への影響 

過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新・改修の時期を迎えることが予想

されます。 

また、今後、人口減少等により公共施設等の利用需要が変化することも予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 社会保障等の財政需要、税収等の減少による財政状況への影響 

村民一人当たり地方税の推移をみると、９万円前後で横ばい傾向にあります。一方、

国民一人当たり社会保障給付費は増加し続けています。 

人口減少に伴う地方税収の減少が懸念される中で、現在と同水準の社会保障を維持し

た場合、中川村の財政はさらに逼迫すると考えられます。 

 

地方税・社会保障給付費と人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地方財政状況調査（地域経済分析システム）、社会保障費用統計、国勢調査、毎月人口異動調査 
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６．将来人口の推計と分析 

（１）人口分析及び人口推計の基礎 

ア 人口変動の３要素 

人口は、出生者数だけ増加し、死亡者数だけ減少する。移動については、転入と転出

に分けることができ、前者が多ければ人口は増加し、後者が多ければ人口は減少する。 

出生・死亡・移動は、「人口変動の３要素」とも呼ばれ、人口は、これらの要素のみ

によって変動する。 

 

イ 人口変動の３要素に影響を及ぼす属性 

人口変動の３要素は、一般に、男女、年齢、配偶関係、職業、居住地域など様々な属

性（特性）の影響を受けることが大きいといわれているが、多くの属性について将来の

変化を詳細に推計することは、現実的ではない場合も多く、一般には、男女・年齢別の

人口を基礎として将来推計が行われることが多い。 

 

ウ コーホート（同時出生集団）要因法 

コーホート要因法は、基本的な属性である男女・年齢別のある年の人口を基準として、

以下のような出生・死亡・移動に関する将来の仮定値を当てはめて将来人口を推計する

方法である。 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成 25年３月推計）」

において採用されているのもコーホート要因法の一種であり、具体的には、国勢調査か

ら得られる市町村別の男女５歳階級別人口を基準とし、出生に関する仮定値として子ど

も女性比（15～49歳女性人口に対する０～４歳人口の比）及び０～４歳性比（０～４歳

の人口について、女性の数に対する男性の数の比を女性の数を 100とした指数で示した

もの）、死亡に関する仮定値として生残率、移動に関する仮定値として純移動率を設定

して将来人口推計を行っている。 

従って、国立社会保障・人口問題研究所に準じた推計を行う場合は、（１）推計の基

準となる人口、（２）将来の子ども女性比、（３）将来の０～４歳性比、（４）将来の生

残率、（５）将来の純移動率が必要となる。なお、国立社会保障・人口問題研究所の「日

本の地域別将来推計人口（平成 25年３月推計）」において、出生に関する仮定として子

ども女性比を用いているのは、特に、人口規模の小さい市町村においては、女性の年齢

各歳別出生率の各年度の変動が大きく、15～49歳の女性の年齢別出生率を足し上げた合

計特殊出生率も変動が大きくなることから、子ども世代の人口と母親世代の人口の比で

推計する方法の方が安定的な数値が得られることによる。 
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（２）総人口・年齢区分別人口の推計 

平成 22(2010)年国勢調査を基本とした、平成 25(2013)年３月発表の国立社会保障・人

口問題研究所の推計によると、人口は今後も減少が続くと予想されています。年齢３区

分別では、平成 52(2040)年に年少人口が約１割、生産年齢人口が約５割、老年人口が約

４割になると推計されています。 

総人口・年齢区分別人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計） 

 

また、人口指数の推移をみると、全国では平成 52(2040)年から第２段階（若年減少、

老年維持・微減）、平成 72(2060)年から第３段階（若年減少、老年減少）へ進行するのに

対し、中川村では平成 32(2020)年から第２段階、平成 42(2030)年から第３段階に突入す

ると推計されており、全国と比べ 20～30年早く人口減少が進行することが推測されます。 

人口指数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※人口指数とは2010年を1.0とした指数 

資料：国勢調査、日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計） 
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（３）仮定値による将来人口の推計と分析 

＜仮定値を用いた推計＞ 

①国立社会保障・人口問題研究所推計準拠 

全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計。 

なお、国立社会保障・人口問題研究所推計準拠の数値は、国が国立社会保障・人口問

題研究所の将来人口推計と同条件で推計した数値であり、公表されている「日本の地域

別将来推計人口」とは差が生じています。 

 

②日本創生会議推計準拠 

全国の移動総数が平成 22 (2010) 年から平成 27(2015) 年の推計値と概ね同水準でそ

れ以降も推移すると仮定した推計。 

 

③合計特殊出生率が国の目標値に上昇し、かつ、移動率が一定程度縮小した場合 

合計特殊出生率を国の目標値と整合させ、平成 32(2020)年 1.60、平成 42(2030)年 1.80、

平成 52(2040)年 2.07 と仮定し、移動率は社人研推計と同様に一定程度縮小すると仮定

した推計。 

 

④合計特殊出生率が国の目標値に上昇し、かつ、移動率が現在と同水準で推移した場合 

合計特殊出生率を国の目標値と整合させ、平成 32(2020)年 1.60、平成 42(2030)年 1.80、

平成 52(2040)年 2.07と仮定し、移動率は日本創生会議推計と同様に平成 22 (2010) 年

から平成 27(2015) 年の推計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると仮定した推計。 

 

⑤合計特殊出生率が国の目標値より前倒しで上昇し、かつ、移動率が一定程度縮小した

場合 

合計特殊出生率を平成 32(2020)年 1.80、平成 42(2030)年 1.94、平成 52(2040)年 2.07

と仮定し、純移動率は社人研推計と同様に一定程度縮小すると仮定した推計。 

 

⑥合計特殊出生率が国の目標値より前倒しで上昇し、かつ、移動率が現在と同水準で推

移した場合 

合計特殊出生率を平成 32(2020)年 1.80、平成 42(2030)年 1.94、平成 52(2040)年 2.07

と仮定し、純移動率は日本創生会議推計と同様に平成 22(2010)年から平成 27(2015) 年

の推計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると仮定した推計。 
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 仮定値を用いた将来人口の推計 

  

Ｈ22 Ｈ27 Ｈ32 Ｈ37 Ｈ42 Ｈ47 Ｈ52 Ｈ57 Ｈ62 Ｈ67 Ｈ72

① 5,074 4,856 4,637 4,407 4,169 3,933 3,690 3,437 3,193 2,964 2,750

② 5,074 4,856 4,614 4,350 4,074 3,799 3,505 3,203 2,909 2,630 2,370

③ 5,074 4,850 4,630 4,409 4,189 3,983 3,778 3,558 3,346 3,148 2,965

④ 5,074 4,850 4,606 4,351 4,094 3,846 3,585 3,307 3,032 2,768 2,522

⑤ 5,074 4,861 4,660 4,455 4,248 4,048 3,845 3,629 3,422 3,230 3,056

⑥ 5,074 4,861 4,636 4,398 4,151 3,905 3,640 3,361 3,087 2,827 2,585
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７．人口の現状分析等のまとめ 

（１）人口減少時代の到来 

中川村の人口は、未婚率の上昇とともに減少を始め、平成 27(2015)年には、4,893 人

となっています。 

また、現在、中川村の人口減少は第１段階にあり、老年人口が増加している一方、年

少及び生産年齢人口が減少しています。国立社会保障・人口問題研究所による推計では、

2020年には第２段階に入り、2030年からは老年人口も減少を始める第３段階に突入する

ことから、さらに人口減少が加速することが予想されます。 

 

（２）自然減少による総人口の減少 

中川村の合計特殊出生率は近年 1.4～2.1で推移していますが、人口規模が長期的に維

持される水準（人口置換水準 2.07）を下回る年の方が多いことや 15～49歳の女性人口の

減少等から、出生者数は減少傾向にあります。また、中川村の平均寿命は男性 81.0 歳、

女性 87.0 歳（厚生労働省 平成 22 年市区町村別生命表）で、男女とも全国平均を上回

っていますが、団塊の世代の影響により一時期死亡者数が増加すると見込まれます。 

 

（３）転出超過による若い世代の減少 

社会動態について、住宅施策による効果が表れる年以外は、基本的には転出超過の状

況にあります。特に進学・就職等による 15～24歳の東京圏、愛知県への転出超過が目立

っています。また、40～44 歳の通勤通学圏への転出超過も多く、職住近接による村外で

の住宅建設に伴うものと推測されます。これらの世代の転出超過は今後も続くことが予

想され、大学等卒業後の再転入が伸び悩むことにより、出産適齢期の女性や子育て世代

が減少し、合計特殊出生率への悪影響を与えることが懸念されることから、今後若い世

代の転入・定住の促進に取り組む必要があります。 

 

（４）就労場所の確保及び地域産業における人材の過不足 

男女とも就業者数の多い農業及び製造業の動向が人口動態や地域経済に影響を与えて

いると考えられます。村内の事業所数から推察すると、周辺市町村への通勤者が多いこ

とから、就労場所の確保について検討が必要です。 

また、飯田公共職業安定所及び伊那公共職業安定所管内では、専門的・技術的職業、

サービスの職業において人材不足となっている一方、事務的職業においては人材が過剰

となっています。生産工程の職業についても、伊那公共職業安定所管内では人材が過剰

な状態が続いており、職種により人材の過不足が生じています。 
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（５）経済規模縮小が予想される中での公共施設の維持管理・統廃合を含む更

新等への懸念 

過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新・改修の時期を迎える一方で、中

川村の財政事情は依然として厳しい状況にあります。また、人口減少に伴う事業所の減

少、これらに伴う経済規模の縮小や税収の減少が懸念され、中川村の財政はさらに逼迫

すると考えられます。加えて、人口減少等による、公共施設等の利用需要の変化が予想

されることから、人口構成の変化に合わせた施設の機能や維持管理・更新等のあり方を

見直す必要があります。 
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８．人口減少問題に取り組む基本的視点 

人口減少への対応は、２つの方向性が考えられます。１つは出生者数を増加させるこ

と、もう１つは、転出の抑制並びに転入の増加を図ることです。この２つの対応を同時

並行的・相乗的に進めていくことが、人口減少の歯止めをかけ、調和的な人口を維持す

るために大変重要であり、仮定値を用いた人口推計からも、このことが明らかとなって

います。 

ただし、今後出生者数が増加するとしても、数十年間の出生数を決める親世代の人口

は既に決まっているため、出生率向上から人口減少に歯止めをかけるには長い期間を要

します。また、各種施策が出生率向上や転出抑制・転入増加に結びつき、成果が上がり、

人口が定常状態になるまでには更に時間を要することとなります。 

上記に加え、中川村の人口の現状分析を踏まえ、人口減少問題に取り組む基本的視点

として、次の４点を掲げます。 

 

（１）人口の定常状態に向けた結婚・出産・子育て支援及び定住の促進 

出生率が早期に向上することは、将来人口に与える影響が大きいことから、妊娠・出

産・子育て支援を未来への投資として捉え、次世代につけ回しせずに現世代で負担し、

社会保障の柱として位置づけ、取り組んでいくことが必要です。また、未婚率の上昇が

自然動態に与える影響が大きいことから、20～30 歳代の結婚に関する希望を実現するた

めの施策を講じる必要があります。 

社会増減を均衡させるために、進学・就職等で転出した若い世代が中川村に帰郷しや

すい環境づくりが必要です。帰郷を妨げる要因を排除し、若い世代の転入・定住に関す

る希望を実現することは、出生率を向上させるためにも重要です。これらに加え、幼い

ころからふるさとへの愛着を醸成することは転出抑制につながり、定住促進となること

が期待できます。また、中川村では I ターンも多くみられることから、移住に関するさ

らなる取り組みが必要です。 

 

（２）産業振興等による雇用の受け皿づくり 

社会減少を抑制するため、主要な産業を強化するとともに、第６次産業など地域特性

を活かせる分野の産業を育成・創出し、雇用を拡大することが重要です。また、職種に

よって人材の過不足状況が生じていることから、広域的な取り組みによりこれを是正し、

若者や転入希望者と企業とのマッチング等を行うことも必要です。 

 

（３）健康寿命の延伸 

高齢化が進む中、介護などに要する経費が増大しています。いつまでも健康で生活を

送ることができる健康寿命を延伸するための取り組みが必要です。 
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（４）公共施設等総合管理計画の策定推進 

公共施設の老朽化、人口構成の変化等による施設需要の変化が予想される中で、今後

も中川村の財政事情は厳しい状況が続くことから、公共施設等の全体を把握し、長期的

な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担を

軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現することが求められていま

す。そのため、公共施設等総合管理計画の策定を推進することが重要です。 
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９．人口の将来展望 

（１）将来展望の基礎となる住民意識 

ア アンケートの概要 

 

イ アンケート結果の抜粋 

 

ウ アンケート結果からの考察（目指すべき将来の方向性） 

 

 

（２）将来展望人口の導出 

 

 

（３）人口の将来展望 

 

 


